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大阪、昭63不53・54、平4.8.7 

 

命 令 書 

 

 申立人  スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合 

   モービル大阪支店支部 

 

 被申立人 モービル石油株式会社 

 被申立人 モービル石油株式会社大阪支店 

 

主  文 

１ 申立人のモービル石油株式会社大阪支店に対する申立ては却下する。 

２ 申立人のモービル石油株式会社に対する申立ては棄却する。 

 

理  由 

第１ 認定した事実 

１ 当事者等 

(1) 被申立人モービル石油株式会社（以下「会社」という）は、肩書地に

本社を、全国各地約45か所に、支店、油槽所、出荷事務所等を置き、各

種石油製品及び化学製品の国内販売を業としており、その従業員は本件

審問終結時1,231名である。 

  また、被申立人モービル石油株式会社大阪支店（以下「大阪支店」と

いう）は、会社の支店で、昭和61年３月に、それまで同一建物内に置か

れていた会社の大阪第一支店、大阪第二支店及び総務部大阪事務所（以

下、これらの支店等をそれぞれ「大阪第一支店」、「大阪第二支店」及び

「総務部大阪事務所」といい、これらを総称して「旧大阪支店」という）

が統廃合されたものである（以下、この統廃合を「支店統廃合」という）。 

(2) 申立人スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合モービル大阪支

店支部（以下「支部」という）は、会社及び申立外エッソ石油株式会社

（以下「エッソ石油」という）の従業員並びにエッソ石油の元従業員に

よって組織された申立外スタンダード・ヴァキューム石油自主労働組合

（以下「自主労組」という）の下部組織で、大阪支店の従業員によって

組織された労働組合であり、その組合員は本件審問終結時４名である。 

  なお、大阪支店には、支部のほかに、昭和28年に結成された申立外全

石油スタンダード・ヴァキューム石油労働組合（以下「ス労」という）

及び49年11月にス労の脱退者らによって結成された申立外モービル石油

労働組合（以下「モ労」という）の支部等がある。 

２ 支部結成の経緯とその後の労使関係について 

(1) 昭和57年10月14日、ス労の方針に反対し、独自の活動を行っていたス

労大阪支店支部は、支部大会を開催し、方針を同じくする自主労組への
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加盟を決定するとともに、名称を現支部名に改め、ス労の組合員であっ

たＡ１、Ａ２、Ａ３及びＡ４の４名（以下それぞれ「Ａ１」、「Ａ２」、「Ａ

３」及び「Ａ４」という）が支部の構成員となった。さらに同日、支部

は、会社に対して「支部の自主労組への加盟及びこれに伴う名称変更の

通知書」及び団体交渉（以下「団交」という）の要求書を提出した。 

  これに対し、会社は、自主労組がス労からの脱退手続をとっていない

ことからス労内部の組織か正式に対応すべき組織か判断できないとして、

団交には応じられない旨答えるとともに、自主労組組合員がス労を脱退

したか否か不明であるとの理由で自主労組組合員の給料から差し引いた

組合費相当額を労務統括課長であるＢ１名義の銀行口座に保管した。 

(2) 昭和58年３月25日、当委員会の交付した自主労組の組合資格審査決定

書（同月10日付け）の提示を支部より受けた会社は、同年４月７日に自

主労組に対し労使関係を結びたい旨申し入れ、それ以後会社は、自主労

組を正式に対応すべき組織として、同月中に団交を開催し、また、同年

７月には前記(1)記載の組合費相当分を各自主労組組合員の銀行口座に

振り込んだ。 

(3) 昭和59年４月20日、自主労組は、春闘要求等のため旧大阪支店及びエ

ッソ石油大阪支店においてストライキ闘争を行った。その後、59年６月30

日から同年７月13日にかけて、上記エッソ石油大阪支店でのストライキ

闘争に参加したＡ１、Ａ２及びＡ３を含む自主労組組合員等29名が、建

造物侵入の容疑で大阪府警察本部に逮捕されたが、Ａ１ら支部組合員は

７月12日に釈放された。 

(4) 昭和60年３月14日、会社は、前記(3)記載の旧大阪支店におけるストラ

イキ闘争に加わったこと等を理由に支部組合員４名の組合活動が行き過

ぎであるとして、同人らに対し出勤停止２日あるいは減給1.5日分の懲戒

処分を行った。 

(5) 昭和61年３月１日、会社は支店統廃合を行い、これに伴い、大阪第一

支店長Ｂ２が大阪支店長となり、大阪支店長代理としてＢ３（以下「Ｂ

３支店長代理」という）が赴任し、以後、Ｂ３支店長代理が労務の窓口

となった。 

(6) 昭和61年４月３日及び同年５月７日、支部は、支店統廃合後、支部組

合員に対する不当監視及び労使慣行破壊がなされているとして、会社に

対し抗議書を提出し、また、同年12月４日にもＡ１に対し不当業務命令

が乱発されている等として、抗議書を提出した。 

  これに対して会社は、服務規律及び会社構内における組合活動につい

て、61年８月６日及び同年９月24日には申入れ等の文書を、また、同年11

月18日には厳重注意文書を、さらに、同年12月16日及び62年１月20日に

は警告文書を支部に手交した。 

３ 「年増部落」発言と団交について 

(1) 「年増部落」発言と会社の団交打切り宣言に至る経緯について 
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ア 昭和50年１月から５月にかけて会社の本社（以下「本社」という）

と大阪支店が「全国部落リスト」、「部落地名総鑑」等の差別図書を購

入していた事実が51年３月に発覚し、部落解放同盟の会社に対する「部

落地名総鑑購入確認糾弾会」を経て、昭和52年以後、会社は、社内同

和研修を行うようになった。 

イ 昭和58年６月７日、本社財務部所属でモ労組合員であるＡ５（以下

「Ａ５」という）は、就業時間中、Ａ１との電話のやりとりの中で、

Ａ１の「二組」という言葉に対して「あんたらだって年増部落」との

発言（以下「本件差別発言」という）を行った。 

  Ａ１は、電話を終えた後、職場の同僚にＡ５から本件差別発言があ

った旨告げた。その際近くに机を並べていたＡ１の上司の総務部大阪

事務所総務課長Ｂ４（以下「Ｂ４課長」という）は、Ａ１と同僚との

やりとりを耳にした。 

ウ 昭和58年６月９日、Ｂ４課長は人事・総務大阪事務所長Ｂ５（以下

「Ｂ５所長」という）及び旧大阪支店に出張していた本社人事訓練課

長Ｂ６（以下「Ｂ６本社課長」という）に本件差別発言について報告

を行い、Ｂ６本社課長から本社人事部副部長Ｂ７に同報告が伝えられ

た。 

エ 昭和58年６月10日、本社財務部副部長Ｂ８は、Ａ５に対し本件差別

発言について口頭による注意を行った。同月13日、Ａ１は、本社従業

員を通じ、この事実を知った。 

オ 昭和58年６月14日、Ｂ４課長は本件差別発言の事実を確認するため、

Ａ１に対し事情聴取を行った。この中で、Ａ１は、会社が同人に直ち

に事実確認をしなかった理由等について直接Ｂ５所長が釈明するよう

要求したが、会社がこれに応じなかったため、事実確認が十分なされ

ないまま、この事情聴取は打ち切られた。 

カ 昭和58年６月15日、会社は、Ａ５に「差別発言の経緯と反省」と題

した文書を提出させた。その中で、同人は、本件差別発言の「年増部

落」という言葉が、好ましくない者の集まりという語感で受け止めら

れても自然である旨述べ、差別発言であることを認めた。 

  一方同日、支部は、会社に対して別件で開催された団交において、

本件差別発言の事実及び会社がＡ１に事実確認をしないままＡ５に注

意を与えた経過について調査し確認したうえ、支部と話し合うよう申

し入れた。 

キ 昭和58年６月17日、会社は、会社の管理職に対し、「 近、本社杜員

が大阪の女子社員と電話中に差別用語を使うということがあり、これ

らの言葉は極めて差別的であり人権を侵害するおそれがある」旨記載

した社長Ｂ９（以下「Ｂ９社長」という）の文書を配布した。 

ク 昭和58年６月22日、会社は、全国支店長会議において前記キ記載の

Ｂ９社長名の文書を再度配布し、改めてその趣旨の徹底を図った。 
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ケ 昭和58年７月５日、支部と会社の間で本件差別発言に関する第１回

目の団交（以下、この団交を「第１回団交」といい、その後本件差別

発言に関し支部と会社との間で行われた団交をその回数に応じ「第２

回団交」ないし「第７回団交」という）が開催された。支部は、本件

差別発言を会社が知ったのは、会社が支部組合員らを不当監視してい

たからであるとして会社を追及した。これに対して会社は、Ａ１の電

話及びその後の同僚とのやりとりから、Ｂ４課長は本件差別発言があ

ったことを察知した旨答えた。 

コ 昭和58年７月27日、第２回団交が開催された。この席上、会社は、

本件差別発言が本社に伝えられた経過及びその後の対応等について支

部に説明した。これに対し支部は、差別発言を受けたＡ１に対する会

社の謝罪を要求したところ、大阪第一支店長Ｂ10（以下「Ｂ10第一支

店長」という）は「会社に差別体質があった。差別発言を受けた人に

謝罪しなければならないと思う」と発言（以下「Ｂ10発言」という）

した。 

サ 昭和58年８月25日、第３回団交が開催された。この席上、会社が「差

別をなくすために同和研修をしていきたい」と発言したことに対し、

支部は「本件差別発言はどこが差別だと会社は認識しているのか」、「本

件差別発言は、会社が、自主労組の団結破壊をする意思をもってやら

せたのではないか」と追及した。 

シ 昭和58年９月８日、第４回団交が開催された。この席上、支部は会

社に対し、本件差別発言の釈明・謝罪要求書（以下「釈明・謝罪要求

書」という）を提出した。これに対して会社は「Ａ１及び自主労組に

謝罪する必要はない」、「電話での発言で個人と個人のやりとりである」、

「Ｂ10発言は、主語が会社とは言っておらず、会社が謝罪すべきとは

言っていない」と答えた。 

  なお、このとき支部は、部落解放豊中市民共闘会議主催の狭山現地

調査への参加要求書も併せて会社に提出した。 

ス 昭和58年９月28日、第５回団交が開催された。この席上、支部は会

社に対し、釈明・謝罪要求書に答えるよう求めた。これに対して会社

は「人事・雇用について差別はしない」、「同和研修をやる」、「本件差

別発言はプライベートな中で出た発言であり、会社が謝罪すべき問題

でない」と述べた。 

セ 昭和58年10月11日、狭山現地調査の件で団交が開催された。この席

上、会社は支部に対し、「狭山現地調査の件も本件差別発言の件も同

和問題であり労使で話し合うべきものでないので、団交議題とならな

い」と会社の見解を述べた。 

ソ 昭和58年11月15日、狭山現地調査の件で団交が開催された。この席

上、会社は支部に対し、「同和問題は全従業員の問題であり、会社対

支部の問題ではないので、団交議題とはならない」と再度会社の見解
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を述べた。 

タ 昭和59年３月19日、本件差別発言など一連の差別の責任者は誰かの

件で団交が開催された。この席上、会社は支部に対し、「同和問題は

団交議題ではない」との見解を繰り返した。 

チ 昭和60年９月13日、大阪市内において、支部組合員及び自主労組本

部（以下「本部」という）役員並びに会社側の代表者と部落解放同盟

との間で本件差別発言に関する確認糾弾会（以下「確認糾弾会」とい

う）が開かれた。 

  この確認糾弾会において、本件差別発言は、支部組合員４名に対す

るものであることが確認され、出席していた会社の代表者である人事

担当取締役Ｂ11（以下「Ｂ11取締役」という）は、①確認糾弾会にお

いて確認された事実を全社員に手紙又は社内誌で周知すること、②人

権の立場に立った企業内の同和研修を今後やっていくこと、③Ｂ11取

締役が自ら支部組合員４人と話し合うことを約束した（以下これらの

約束をそれぞれ「約束①」ないし「約束③」という）。 

ツ 昭和60年９月25日、第６回団交が開催された。この席上、会社は支

部に対し、「本件差別発言は同和問題であり、確認糾弾会を踏まえた

としても団交の協議事項ではない。しかし、必要な説明は団交の場で

する」旨述べた。 

テ 昭和60年10月18日、本部と会社の間で本件差別発言に関する団交が

開催された。この席上、会社は「本件差別発言の件は団交議題ではな

い。この件とは別に、今後Ｂ11取締役が団交へ出席することはある」

旨述べた。 

卜 昭和60年11月５日、会社は、確認糾弾会での約束②を踏まえ、本件

差別発言をテーマとした社内同和研修を大阪支店２階の会議室で行っ

た。この研修において会社は、大阪第一支店長Ｂ２を通じ確認糾弾会

の報告を行った。 

ナ 昭和60年11月12日、第７回団交が開催された。この席上、会社は、

本件差別発言に関する支部の謝罪要求に対して、「会社は支部組合員

を不当監視した事実はない」、「本件差別発言に関して、会社は、Ａ１

ないし支部に謝罪する必要はないと考える」、「人権・同和問題は団交

議題ではない。しかし、今日まで団交の場で説明している」旨 終見

解を述べ、「これでこの関連の団交は打ち切る」と宣言した。 

(2) 本件差別発言に関する会社の団交打切り宣言後の経過について 

ア 昭和60年11月19日、会社は、確認糾弾会での約束①を踏まえ、Ｂ９

社長名の「年増部落発言問題について」と題する手紙を全社員に配布

した。 

イ 昭和60年12月27日、支部は、会社との事務折衝において、確認糾弾

会での約束③を踏まえＢ11取締役が団交に出席した上で、本件差別発

言の件等について協議するよう要求した。 
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ウ 昭和61年１月29日、Ｂ11取締役の団交出席の件等で団交が開催され

た。この席上、会社は支部に対し、「Ｂ11取締役は団交以外の場で幹

部として支部組合員らと話をする」と述べた。 

エ 昭和61年９月１日の団交、同年12月４日の事務折衝及び62年１月20

日の団交において、支部は会社に対する抗議・釈明項目の１つに本件

差別発言に関する事項をあげていた。 

オ 昭和62年６月23日の団交の際、支部は会社に対し、当日の団交議題

に対する趣旨説明の中で、確認糾弾会で確認された会社の差別体質を

会社が改めていないとして抗議した。 

カ 昭和63年３月17日の団交の際、支部は、文書で会社に対し確認糾弾

会の約束③の履行を求めた。 

キ 昭和63年４月14日の事務折衝の際、支部は会社に対する要求項目の

中に本件差別発言に関する事項をあげていた。 

ク 昭和63年６月30日、支部は、事務折衝の場で会社に対し本件差別発

言について、確認糾弾会での約束③に基づいて、Ｂ11取締役の出席を

求めた団交要求書を提出した。これに対して、会社は「４人と話をす

る用意はある。ただし、団交の場ではない」と従来と同様の回答をし

た。 

ケ 昭和63年７月22日、支部は、事務折衝の場で、会社に「年増部落差

別発言の件団交拒否に対する抗議書」を提出し、本件差別発言に関す

る団交に応じるよう要求した。これに対し会社は「同和問題は団交議

題ではない」と従来の主張を繰り返した。 

コ 昭和63年９月５日、支部は、本件差別発言について会社が団交拒否

を行っているとして、当委員会に対し不当労働行為救済申立てを行っ

た。 

４ 事務折衝について 

(1) 昭和57年10月14日の支部結成以降、支部と会社は、事務折衝を行って

きた。その中では、団交の日時の設定、団交事項の整理及び争議行為の

通知等の事務処理的事項についての折衝のほか、支部の質問事項に対す

る回答や団交の場で会社が説明できなかった点の補足等が行われていた。 

  事務折衝のメンバーは支部組合員４名全員と会社側Ｂ５所長及びＢ４

課長との間で行われており、日時の設定は双方が口頭で確認し合う方法

によっていたが、会社が緊急性がないことあるいは忙しいことを理由に

事務折衝に応じなかったり、一日における回数を制限することはなかっ

た。また、会社は事務折衝の前後おおむね10分間を待機時間として扱い、

事務折衝中の時間を含め賃金を補償していた。 

  このような状況の中で、60年９月、Ｂ４課長が「事務折衝は団交に準

ずる」と発言するなど、支店統廃合までは、事務折衝をめぐるトラブル

はほとんどなかった。 

(2) 昭和61年３月１日の支店統廃合以降、労務の窓口のＢ３支店長代理が
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支部との事務折衝に当たることになった。 

(3) 昭和61年４月３日の事務折衝において、Ｂ３支店長代理は、今後事務

折衝を支部及び会社側それぞれ１名対１名で行いたい旨述べ、事務折衝

のメンバーについて人数制限を申し入れ、以後会社側はＢ３支店長代理

のみで対応するようになった。 

  また、その後の事務折衝においてもＢ３支店長代理は、従来労使双方

口頭で時間のみ確認していた事務折衝の設定方法を改め、支部に対して

事前に案件を明らかにするよう申し入れるとともに、従来認められてい

た前後おおむね10分間の待機時間についても事務折衝に待機時間は不要

であると述べるようになった。また、「緊急性がない、忙しい」との理由

で、支部の申し入れた事務折衝に応じないこともあった。 

  これに対し支部は、緊急性がないことあるいは忙しいことを理由に会

社が事務折衝に応じないことは、事務折衝の拒否であるとして会社に対

し、この件について団交で協議するよう要求した。 

(4) 昭和62年８月31日、「会社の事務折衝拒否の件」で団交が開催された。

この席上、会社は「支部事務折衝のもち方について」と題する文書（以

下「８月31日会社文書」という）を提出し、①緊急性のないものは当日

事務折衝をもつ必要はない、②会社及び支部とも担当者１名で事務折衝

に赴く、③ストライキ通告は事務折衝の場で行う必要はない旨（以下、

前記(3)記載の事前に案件を明らかにする申入れを含め「制限申入れ事項」

という）申し入れた。これに対して支部は、８月31日会社文書は過去の

労使関係を破壊するもので容認できないとして会社に対し、団交で継続

して協議するよう求めた。 

(5) 昭和62年９月１日以後、支部が事務折衝の開催を求めたところ、会社

は「一人で来い」、「緊急性がない」、「１回答えたものは何度もする必要

がない」として事務折衝に応じないことがあった。 

(6) 昭和62年11月11日、団交の席上、支部は、自主労組の指令に基づき事

務折衝のもち方について、①事前に事務折衝の案件を明らかにする、②

原則として支部組合員２名で事務折衝に臨む用意がある、との見解を明

らかにし、以後、支部は、この見解に基づき、事務折衝に臨んだ。 

  しかしながら、その後も支部の申し入れる事務折衝に対して、会社は

「その案件ならもう十分話をした」、「協議事項ではない」との理由で断

ることもあった。 

(7) 昭和62年12月４日から63年６月30日までの間における団交以外の労使

の折衝の月別回数はおおむね次表のとおりである。 

年 月 折衝が行われた回数 会社が折衝に応じなかった回数 

昭和62年12月４日 

～同月末日 
９ ０ 
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63 年１月 ０ ５ 

同年２月 ６ ９ 

同年３月 ５ ６ 

同年４月 ２ ７ 

同年５月 ５ ３ 

同年６月 ５ ８ 

(8) 昭和63年７月19日、支部は「会社の支部に対する団結破壊を目的とし

た不当、かつ意図的な事務折衝拒否に対して厳重に抗議すると共に、即

刻、不当な事務折衝拒否を撤回し、支部の事務折衝申入れに対し、誠意

をもって応ずるよう要求する」旨記載した抗議書を会社に提出した。 

５ Ａ２及びＡ４の異動と団交について 

(1) 支店統廃合時の異動をめぐる労使交渉の経緯について 

ア 昭和61年３月１日、支店統廃合に伴い、当時いずれも支部の執行委

員長、執行副委員長又は書記長以下これらの支部役員を総称して「支

部三役」という）であった支部組合員４名についても所属部署の異動

が行われ、総務部大阪事務所に所属していたＡ１及びＡ３は、大阪支

店総務課に、大阪第二支店総務課に所属していたＡ２及びＡ４は、そ

れぞれ大阪支店工業用製品販売部門潤滑油第１課及び同第２課に異動

となった。これら異動に先立ち、支部は、今回の異動は支部三役の配

置転換（以下「配転」という）であり、しかも、所属部署、業務内容、

上司及び机の位置の変更を伴う重大な労働条件の変更等であるとして、

支部との事前協議ないし同意（以下単に「事前協議」という）を得た

うえで実施するよう求めた。これに対し会社は、同年１月29日、同年

２月４日、同月21日及び25日に団交を開催し、支部に対し大阪支店統

廃合の目的、業務上の必要性等について説明を行ったが、支部三役の

配転は事前協議の対象でなく、今回の異動によって支部組合員らに労

働条件の変更は生じないとして、事前協議には応じなかった。しかし、

会社は、異動後の業務遂行の中で具体的な労働条件上の問題が出てく

れば、その時点で団交に応じる旨述べた。 

イ 昭和61年３月３日、４度にわたる事務折衝が行われた後、事前協議

事項であるか否かをめぐる支部と会社との主張が対立したまま、会社

は団交の打切りを宣言し、支部組合員らに対し新しい部署で業務に就

くよう業務命令を発した。これに対し自主労組は、支店統廃合に伴う
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諸問題について会社が団交拒否を行っているとし、その他の請求事項

と併せて、当委員会に不当労働行為救済申立て（昭和62年（不）第32

号）を行い、同件は本件審問終結時現在係属中である。 

(2) 本件異動とその後の労使交渉の経緯について 

ア 昭和63年７月当時、Ａ２は大阪支店３階の工業用製品販売部門潤滑

油第１課に、Ａ４は同じく３階の同第２課に所属し、同人らは受注業

務と営業事務的業務を担当していた。 

  なお、当時Ａ２は支部の執行副委員長であり、Ａ４は支部の書記長

であった。 

イ 昭和63年７月18日、大阪支店次長Ｂ12（以下「Ｂ12次長」という）

は、Ａ２及びＡ４の両名に対し同年８月１日から大阪支店の受注業務

が会社大阪総合受注センター（以下「大阪ＣＯＢ」という）に移管（以

下「受注業務の移管」という）されることに伴い同人らの業務及び所

属課が変わることになるので、それが決まり次第、追ってラインを通

じて説明する旨述べた。 

ウ 昭和63年７月19日、事務折衝の席上、支部は、受注業務の移管に伴

う異動は支部三役の異動であり、重大な労働条件の変更であるから事

前協議すべきだとして、会社に対し団交要求を行った。これに対して

会社は、Ａ４については従来行っている営業事務的業務とそれほど変

わるものではなく、Ａ２についても、今までと同じような仕事をする

ので、労働条件に変更はなく、単なる部署替えである旨述べ、団交で

協議すべき問題ではないとして、この要求に応じなかった。 

エ 昭和63年７月25日、Ｂ12次長は、Ａ４に対して「受注業務の移管に

伴い、８月１日付けで大阪支店業務課で働いてもらうことにします」

旨、また、同年７月27日、Ａ２に対し「受注業務の移管に伴い、８月

１日付けで工業用製品販売部門の業務課に移ってもらい、従来の受注

業務以外の仕事をしてもらいます」旨（以下、上記８月１日付けの異

動を「本件異動」という）の事前説明を行った。 

オ 昭和63年７月27日、事務折衝の場で支部は、本件異動に関する団交

要求を行った。これに対して会社は「団交の場を借りて明日説明する」

旨回答した。 

カ 昭和63年７月28日、会社は、本件異動が従来から支部の主張する事

前協議事項に該当しないことを明らかにするため、団交の席を借りて

説明する旨意見表明したうえで、支部との団交を開催した。この席で

会社側代表の大阪支店長Ｂ13は「受注業務の移管は、①大阪ＣＯＢの

受注業務の体制が整ったこと、②時代の要請であること、③顧客の要

望であることにより実施したものであり、この受注業務の移管に伴い

本件異動を行ったものであるが、これによってＡ２及びＡ４の業務に

ついて大幅な労働条件の変更が起こるとは考えられず、容観的に見て、

日常的業務変更と考えている」旨の本件異動に関する説明を行った。
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これに対し支部は、本件異動は支部三役の配転であり、自主労組が結

成される以前にス労と会社との間で締結された労働協約においても、

ス労の組合三役の転勤はス労との協議事項である旨（以下「事前協議

約款」という）と明記してあり、しかも本件異動は労働条件に大きな

変更が生じるとして、支部との事前協議を求め、これが整うまで本件

異動は行わないよう申し入れた。しかしその後、両者の議論は平行線

をたどったことから、会社は「誠意をもって団交の場を借りて説明し

た。支部の質問には事務折衝で答える」、「配置替え後新しい職務を遂

行するうえで労働条件上の問題が生じた場合、その具体的問題につい

ては団交を実施する」旨述べ団交を終了した。 

  なお、会社と自主労組との間には労働協約は締結されておらず、本

件審問終結時現在交渉中である。 

キ 昭和63年８月１日、会社は、Ａ４に対し大阪支店業務課勤務を、ま

た、Ａ２に対し大阪支店工業用製品販売部門業務課勤務を発令（以下

「本件異動命令」という）した。そして、同月２日に事務折衝が開か

れ、支部は、再度本件異動に関する団交要求を行った。これに対し会

社は、支部に対し、本件異動命令を撤回する意思はないことを明確に

伝えたところ、同日、Ａ２とＡ４は、本部の指令により暫定就労する

と称して、本件異動命令に従った。 

  なお、本件異動前と本件異動後のＡ４とＡ２の業務等の比較は次表

のとおりである。 

Ａ４ 

異  動  前 異  動  後 

課

名 

大阪支店工業用製品販売部門 

潤滑油第２課 
大阪支店業務課 

場

所 
大阪支店３階 大阪支店２階 

主

な

業

務

内

容 

① 直売顧客等からの注文の受理及び

出荷手配等の受注業務 

② セールススタッフ等の要請による

コンピューター端末機操作業務 

③ 顧客の勘定のチェック業務 

その他の営業事務的業務 

同左から、①の業務を除き、性状分

析表の作成業務を加えた営業事務的

業務 
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Ａ２ 

異  動  前 異  動  後 

課

名 

大阪支店工業用製品販売部門

潤滑油第１課 

大阪支店工業用製品販売部門

業務課 

場

所 
大阪支店３階 大阪支店３階 

主

な

業

務

内

容 

① 直売顧客等からの注文の受理 

及び出荷手配等の受注業務 

② セールススタッフ等の要請に 

 よるコンピューター端末機操作 

 業務その他の営業事務的業務 

同左から、①の業務を除き、Ａ４の

③の業務を加えた営業事務的業務 

ク 昭和63年８月15日の事務折衝で、支部は、本件異動は配転であると

して、改めて会社に対し、本件異動に関する団交要求を行ったが、会

社は、これに応じなかった。 

  その後の事務折衝においても、本件異動が支部と会社の事前協議事

項に該当するか否かの議論は、常に平行線をたどり、会社は支部の団

交要求に応じなかった。 

ケ 平成元年１月25日、Ａ２の業務の件で団交が開催された。これは、

支部から①受注業務の移管後も一部受注業務が残り、それを上司が処

理することになっていたが、同上司が転勤となり、後任の上司が病気

により赴任が遅れた間、その業務処理を会社が再度Ａ２に指示したこ

と及び②Ａ２がＡ４の業務を引き継いでいるため同人の労働量が増え、

労働加重になっているとの具体的な労働条件に係わる申立てがなされ

たため、会社が団交に応じたものであった。この団交で支部は、本件

異動は大幅な労働条件の変更であり、かつ支部三役の配転でもあるの

で協議を求めるとの従来の主張を繰り返すとともに、本件異動後にお

けるＡ２の業務について一つ一つ趣旨説明を行った。これに対し会社

は、上記①の問題についてはその経過を説明し、また、上記②の問題

については、担当業務量からも就労時間内で十分消化できる内容のも

のである旨述べ、議論は平行線をたどったまま終了した。 

  また、Ａ４の業務に関する件についても、本件異動後において業務

上の問題が生じており、しかも同人には上司の業務命令が乱発されて

いるとして支部から団交要求がなされたが、会社は、いずれも具体性

がないことを理由にこの件に関する団交に応じなかった。 
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  なお、支部は、Ａ４に対し上司の不当業務命令が乱発されていると

して、当委員会に不当労働行為救済申立て（平成元年（不）第36号及

び同年（不）第47号）を行い、同件は本件審問終結時現在係属中であ

る。 

６ 申立人の請求する救済内容 

  申立人が請求する救済内容の要旨は、次のとおりである。 

① 本件差別発言に関する昭和58年６月15日付け団交要求に対し、誠意を

もって応じること。 

② 組合の申し入れる事務折衝に誠意をもって応じること。 

③ 本件異動に関する昭和63年８月15日付け団交要求に対し、誠意をもっ

て応じること。 

④ 上記事項に関して、謝罪及び誓約文を全事業所に掲示するとともに同

内容を社内報に掲載すること。 

第２ 判  断 

１ 大阪支店の被申立人適格 

  支部は、次のとおり主張する。 

  不当労働行為における使用者は、直接の雇用契約者に限定されず、労働

者にとって実質的な影響力や支配力を有する地位にあるものと解されるべ

きである。支部と大阪支店は、労働条件改善をはじめとする団交を行って

きており、本件における団交拒否、事務折衝拒否を行っているのは大阪支

店であり、団交及び事務折衝応諾の意思決定は同支店で行われている。し

たがって、大阪支店は、会社とともに使用者性を有し、被申立人の適格性

を有する。 

  よって、以下判断する。 

  労働組合法第27条の規定による救済命令の名宛人とされる使用者は、不

当労働行為を禁止する同法第７条の規定にいう使用者であり、かつ不当労

働行為によって生じた状態を回復すべき公法上の義務を負担するのである

から、使用者は、法律上独立した権利義務の帰属主体であることを要する

と解すべきである。 

  したがって、企業主体である会社の構成部分に過ぎない大阪支店は法律

上独立した権利義務の帰属主体と認められないのであるから、同支店に対

する本件申立ては却下せざるを得ない。 

２ 本件差別発言に係る団交について 

(1) 当事者の主張要旨 

ア 支部は、次のとおり主張する。 

① 昭和60年11月12日の会社の団交打切り宣言以降も、支部は会社に

対し本件差別発言に係る団交を要求し続けているのであるから、本

件申立ては労働組合法第27条第２項の申立期間（以下「申立期間」

という）を徒過したものではない。 

② 本件差別発言は、部落差別発言であることに止まらず、支部ない
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し支部組合員に対する差別発言であり、このような発言が出たのは、

会社の差別体質がその土壌にあったことに加え、会社が支部に対す

る団結破壊攻撃を続け、職場から「年増部落」すなわち「好ましく

ない者の集まり」として支部を差別、分断、排除しようとしたもの

であるから、団交議題となる。 

③ にもかかわらず、会社は、誠意をもって協議する姿勢を見せない

まま団交を打ち切り、その後も支部の抗議・釈明要求に応えず、し

かも、確認糾弾会の約束を履行せず、団交拒否を続けていることは

不当労働行為である。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 

① 本件は、昭和60年11月12日の団交打切り宣言から１年経過後の63

年９月５日に申し立てられたものであり、申立期間を徒過したもの

として却下されるべきである。 

② 本件差別発言は同和問題に関するものであり、同和問題は社会問

題であって、労使が協議をして妥結を見いだすような性質のもので

はなく、しかも、本件差別発言は会社の業務に関連のないモ労組合

員の個人的発言であるから、会社が団交を行うことを義務付けられ

た事項ではない。 

③ しかし、仮に本件差別発言に関して団交事項となるものが一部含

まれているとしても、会社はその見解を明らかにして十分交渉に応

じており、互いに議論が平行線をたどり進展がなくなるに至ったこ

とから、団交打切り宣言を行ったものであって、会社に不当労働行

為はない。 

  よって、以下判断する。 

(2) 不当労働行為の成否 

ア 申立期間について 

  前記第１．３(1)ナ及び(2)認定によると、昭和60年11月12日に会社

が団交打切り宣言を行った後、本件差別発言についての団交は開催さ

れておらず、その後約２年10か月を経過した63年９月５日に、本件申

立てが行われている。しかしながら、その間支部は会社に対し抗議や

釈明、協議要求を続け、しかも、本件申立ての１年以内の63年７月22

日に団交要求書を提出していることが認められ、これらのことからす

ると、本件申立ては申立期間を徒過したものとは言えない。 

イ 会社の団交応諾義務について 

  まず、本件差別発言に関し、会社が団交応諾義務を負うかどうかに

ついて検討するに、確かに同和問題そのものは社会問題であるが、そ

れがなんらかの形で組合員の労働条件等に関わる場合においては、団

交事項になりうるものと考えられる。 

  ところで、前記第１．３(1)イ、カ及びチ認定によれば、本件差別発

言は、会社従業員がなした同和問題に係る差別発言であり、会社内で
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就業時間中に支部の構成員たる４名ないし支部そのものを指して発せ

られたものであるから、それが同和問題に事寄せて、支部組合員ない

し支部そのものを好ましくないとして、他の従業員と差別する意味合

いを持ったものであり、ひいては、支部組合員ないし支部にとってそ

の存在ないし職場環境の点から看過することのできない事項であるこ

とは明らかである。したがって、支部がこれを問題視し、その再発防

止ないし職場環境の改善の趣旨等で会社に対して団交を求めるのであ

るならば、従業員研修など再発防止のために会社として取りうる方策

も存するのであるから、この点において、会社は団交応諾義務を負う

と判断される。 

ウ 団交拒否について 

(ｱ) 次に、会社の本件団交における対応について検討するに、前記第

１．３(1)ケないしタ、ツ、テ及びナ認定によると、①会社は支部

と計７回、本部と１回の団交に応じており、会社が同和問題は団交

議題とならないと主張するようになったのは、第５回団交と第６回

団交の間に行われた昭和58年10月11日の狭山現地調査の件に関する

団交以降のことであること、及び②会社が団交を打ち切ったのは60

年11月12日の第７回団交であったことが認められる。 

  そこで、これら団交の経過についてみるに、前記第１．３(1)ケ

ないしシ、タ及びナ認定によれば、支部は、第１回団交において会

社が本件差別発言を知ったのは自主労組組合員を不当に監視してい

たのではないかとして会社を追及し、また、第２回団交においては

本件差別発言を受けた支部組合員に対する会社の謝罪を要求し、さ

らに、第３回団交においては、本件差別発言は団結破壊を意図して

会社が行わせたのではないかと会社を追及していること、その後、

第４回以降の団交においても、支部は、釈明・謝罪要求書に基づき

会社の責任を追及していることが認められ、これらからすれば、団

交における支部の態度は、職場環境の改善等を求めると言うよりは

会社に対する釈明・謝罪要求に終始していたと言わざるを得ない。 

  これに対して、前記第１．３(1)イ、コ、サ、シ、ス及びナ認定

によれば、会社は計７回の団交において、会社が本件差別発言を知

ったのは、Ａ１と同僚のやりとり等からＢ４課長が察知したこと、

プライベートな中で出た発言については謝罪する意思のないこと、

人事・雇用については差別せず、同和研修を実施することなど、本

件差別発言に関する経緯、今後の対応等について明らかにしている

と認められ、これらからすれば、会社の対応が不誠実なものであっ

たとは言えない。 

(ｲ) 加えて、前記第１．３(1)エ、カ、キ、ク、ト及び(2)ア認定によ

ると、会社は本件差別発言が行われた後、①昭和58年６月10日及び15

日には、本件差別発言を行ったＡ５に対し口頭による注意を与える
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とともに反省文を提出させ、また、②同月17日、22日及び60年11月19

日には、Ｂ９社長名の文書を社内に配付し、さらに、③同年11月５

日には、本件差別発言をテーマとした社内同和研修を実施している

ことが認められ、本件差別発言に関して会社が採り得る具体的な措

置を講じてきたと言える。 

(ｳ) なお、支部は、会社が確認糾弾会の約束を未だ履行していないこ

とを主張しているが、前記第１．３(1)チ並びに(2)イ、ウ、カ及び

ク認定によると、確かに確認糾弾会での約束③について、会社はこ

れを履行していないことが認められる。しかしながら、会社が団交

の場以外でＢ11取締役が支部組合員４名と話をする用意がある旨回

答しているのに対し、支部は同取締役の出席を求めた団交要求書を

提出していることが認められ、同約束が履行されないことについて

は、団交形式に固執した支部の態度によるところもないとは言えな

い。 

(ｴ) 以上要するに、会社は、本件差別発言に関する団交において、支

部に対して事実関係について十分説明し、会社の見解を明らかにし

ており、さらに、会社として採り得る措置を講じているのに対し、

支部は釈明・謝罪要求に終始していた面もあるのであるから、会社

が第７回団交における団交の打切り宣言以後、本件差別発言を議題

とした団交に会社が応じないことについては、やむを得ないと考え

るのが相当であり、この点に関する支部の申立ては棄却せざるを得

ない。 

３ 事務折衝の拒否について 

(1) 当事者の主張要旨 

ア 支部は、次のとおり主張する。 

  会社が支部との団交を拒否し、これに応じたとしても形式的対応に

終始しているため、労使間の実質的な協議がやむを得ず事務折衝の場

で行われており、結果的に事務折衝が団交と同じ役割をもった労使交

渉の場となっている。 

  にもかかわらず、支部が事務折衝を申し入れても、会社は日時の設

定が合わない、労使協議すべき問題でない、既に何度も折衝したなど

の口実をもって事務折衝を拒否している。 

  このような会社の行為は、不当労働行為である。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 

  事務折衝が団交を補足する機能を一部有しているとしても、そのメ

ンバー、その目的等において両者には根本的な差があり、加えて、事

務折衝に基づいて協定書が作成されるということも一切ないのである

から、両者は全く性格が異なるものであり、事務折衝拒否が労働組合

法第７条第２号の団交拒否に該当することはない。 

  また、会社の業務の都合上支部の希望日時に事務折衝が開催できな
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いことや会社見解を既に十分説明し、これ以上協議する余地のない事

項を事務折衝事項から除外するよう求めることは当然のことであり、

しかも、事務折衝は十分かつ定期的に開催されているのであるから、

会社が事務折衝を拒否していると評価される事実はない。 

よって、以下判断する。 

(2) 不当労働行為の成否 

ア 事務折衝拒否が労働組合法第７条第２号の団交拒否に該当するかに

ついてみるに、何らかの事由により、事務折衝の名において、事実上

組合員の労働条件や労使関係上のルールについて合意をめざして話合

いが行われ、そこでの合意事項について事実上の協定がなされるよう

な場合、名称の如何にかかわらず、実質的に団交とみるべきである。

そこで、本件についてみるに、前記第１．４(1)認定によると、確か

に、事務折衝は事務処理的事項のみに限定されず一部団交を補足する

機能を有していること、及び、会社職制が「事務折衝は団交に準じる」

旨発言していることが認められる。しかしながら、①前記第１．４(1)

及び(2)認定によると、会社側の事務折衝出席者も１名ないし２名と

少数であり、また、②事務折衝の結果、協定書が作成されたような事

実も認められない。加えて、支部は会社が団交を拒否ないし形式的な

対応に終始していると主張するが、事務折衝が拒否されたとする期間

において、会社の団交拒否の事実について具体的疎明がなく、また、

本件申立てに係る本件差別発言及び本件異動の件についても、前記２

及び後記４判断のとおり、会社に団交拒否の事実があったとは認めら

れず、むしろ、前記第１．４(4)認定によると、会社は「会社の事務

折衝拒否の件」に関する団交に応じていることが認められる。 

  したがって、これらのことからすると、団交開催の道が閉ざされた

訳でもなく、たとえ事務折衝に一部団交を補足する機能があるとして

も、団交と同じ役割をもっているとまで言うことはできないのである

から、会社が本件事務折衝を拒否することがあったとしても、労働組

合法第７条第２号の団交拒否に該当することはない。 

イ ところで本件事務折衝を団交と同一視することはできないとしても、

慣行的に行われてきた事務折衝が団交を補足する側面を一部有し、そ

れが組合活動として保証されている以上、これを拒否することは、場

合によっては、支部の弱体化を企図した支配介入行為に該当すること

もあり得る。 

  そこで、本件事務折衝の拒否理由についてさらに進んで検討してみ

るに、前記第１．４(3)ないし(6)認定によれば、「緊急性がない、忙

しい」、「その案件なら十分話した」などの理由で会社が支部の申し入

れた事務折衝を拒否していることが認められる。しかしながら、会社

の一連の事務折衝拒否は、昭和61年４月３日の会社の制限申入れ事項

ないしその趣旨に基づくものであり、これに関する支部と会社の紛議
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はつまるところ、事務折衝のあり方をめぐる支部と会社との立場ない

し見解の相違に由来するものであると考えられる。よって、この制限

申入れ事項の当否についてみるに、①前記第１．４(1)認定によると、

従前会社は事務折衝を制限していなかったとしても、本件事務折衝の

ように就業時間中頻繁に行われる場合には、当然業務上の支障も考慮

されるべきであること、②この申入れにより特段支部の組合活動に支

障を来すとの疎明もないこと、また、③前記第１．４(3)認定による

と、会社は、これら制限申入れ事項を事務折衝又は団交において事前

に申し入れていることが認められ、これらからすると、制限申入れ事

項は、本件事務折衝そのものを否定するものではないと考えられる。

加えて、前記第１．４(7)認定によると、会社は事務折衝と称するか

どうかは別として相当回数の労使折衝に応じていることが認められる。 

  したがって、以上のことを併せて考慮すると、会社が事務折衝に応

じなかったことがあったとしても、これをもって直ちに不当なもので

あるとは言えない。 

ウ 以上要するに、本件事務折衝の拒否については、不当労働行為が存

するとまでは認められず、支部のこの点に関する申立ては棄却せざる

を得ない。 

４ 本件異動に係る団交について 

(1) 当事者の主張要旨 

ア 組合は、次のとおり主張する。 

① 本件異動は支部三役の配転であり、事前協議約款により支部との

協議事項とされている。 

② 本件異動後においても受注業務の一部が残っており、Ａ２の業務

量が増えている。また、Ａ４についても、本件異動により同人の業

務内容が変わっており、しかも同人に対する不当業務命令が乱発さ

れている。よって、本件異動によりＡ２及びＡ４の労働条件に大幅

な変更が生じている。 

③ さらに、本件異動は受注業務の移管を口実に、会社がＡ２とＡ４

の職場を分断し、支部の団結破壊を目的としたものである。 

  以上の理由から、会社は本件異動に関する支部との団交に応じるべき

であり、会社がこれに応じないのは、不当労働行為である。 

イ 会社は、次のとおり主張する。 

① 事前協議約款は、ス労と会社の労働協約に規定されているもので

あり、支部に適用されるものではない。加えて、同約款が適用され

るのは、事業所の変更を伴う転勤に関してであり、本件異動のよう

に同一事業所の配置替えは含まれない。 

② また、本件異動は、同一事業所内の単なる部署替えであり、かつ、

業務内容も事務的作業であることに変わりはないので、労働条件の

大幅な変更は生じていない。 
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③ 本件異動は同一事業所内の異動であり、Ａ２及びＡ４の組合活動

の状況は従前と何ら変わっておらず、本件異動による組合活動への

影響はない。 

  以上の理由から、本件異動は会社が支部と団交で協議すべき事項

ではない。 

  また、仮に本件異動が団交事項であるとしても、会社は団交にお

いて、十分支部に説明しており、団交拒否とされるような事実はな

い。 

  よって、以下判断する。 

(2) 不当労働行為の成否 

ア まず、支部の主張①について検討するに、前記第１．１(2)、２(1)、

５(2)ア及びカ認定によると、①支部はかつてス労に所属していたこ

と、②支部はス労から正式な脱退手続きをとっていないこと、③ス労

と会社との間には事前協議約款があったこと、及び、④本件異動時に

おいてＡ２及びＡ４は支部三役であったことが認められる。しかしな

がら、①支部は昭和57年10月14日に自主労組への加盟を決定している

こと、②ス労は存続していること、③自主労組と会社とは労働協約の

締結について交渉中であることが認められ、これらのことからすると、

支部はス労から正式な脱退手続きをとっていないとしても、事実上ス

労から脱退したと見るのが相当であり、同約款が直ちに本件異動に適

用されるとは言い難い。加えて、前記第１．５(2)カ認定によれば同

約款が、ス労の組合三役の転勤について適用されることは認められる

が、そもそも本件異動のような同一事業所内の異動についても適用さ

れるものであると認めるに足る疎明がないのであるから、本件異動が

事前協議約款により、協議事項であるとする支部の主張は採用し難い。 

イ 次に、支部の主張②及び③について検討するに、①本件異動は前記

第１．５(2)キ認定によれば、大阪支店内の人事異動であり、しかも、

Ａ２らの異動後の業務内容について大幅な変更があったとは認められ

ず、また、②本件異動に伴いＡ２らの業務量が増加したり、同人らの

組合活動に影響が生じたと認めるに足る疎明もないことからすると、

本件異動により同人らの労働条件等が大きく変わったとまでは言えな

い。 

ウ しかしながら、前記第１．２及び５(2)イ及びエ認定によれば、本件

異動は受注業務の移管に伴うものであり、異動後の労働条件等に予測

し難い面がないとは言えないこと、支部結成以降、支部と会社とは対

立状態にあったことが認められ、これらからすると、支部が本件異動

によりＡ２らの労働条件や支部組合活動への影響を懸念して団交を求

めた場合に、会社が十分説明を行う義務まで免れるとすることはでき

ない。 

エ そこで、本件異動に係る団交への会社の対応について検討するに、
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前記第１、５(2)カないしケ認定によると、①会社は本件異動に先立

つ昭和63年７月28日に支部との団交に応じ、受注業務の移管及び本件

異動の必要性並びにＡ２らの労働条件について説明していること、ま

た、②会社は、同団交において本件異動後労働条件上の具体的な問題

が生じた場合には団交を実施する旨述べ、現に平成元年１月25日には、

Ａ２に受注業務の一部が残った件等について団交に応じていること、

さらに、③会社は、本件異動に関して別途事務折衝に応じていること

が認められ、これらのことからすると、会社は対応に誠実さを欠いて

いたとは言えない。また、前記第１．５(1)、(2)ウ、カ、ク及びケ認

定によれば、支部は、これら団交及び事務折衝において、本件異動が

支部との事前協議事項であるとの主張に固執し、会社との議論は常に

平行線をたどっており、これ以上議論を重ねても進展する見込みがあ

るとは言えないのであって、これらのことを併せて考慮すると、会社

が本件団交に応じないことについては正当な理由があったと言わざる

を得ない。 

  したがって、本件異動の件に関して、会社に団交拒否の不当労働行

為があったとは認められず、この点に関する支部の申立ては棄却せざ

るを得ない。 

  以上の事実認定及び判断に基づき、当委員会は、労働組合法第27条並びに

労働委員会規則第34条及び第43条により、主文のとおり命令する。 

 

 平成４年８月７日 

     大阪府地方労働委員会 

      会長 清木尚芳 ㊞ 


